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電気自動車の家庭における普及の最大の阻害要因は何か？ 

田頭 直人 

電気自動車（ＥＶ）普及の課題は、①一充電当たりの走行距離（航続距離）の短さ、②

価格の高さ、③充電器整備の必要性、である。筆者らは、ＥＶの家庭での普及における各

課題の阻害程度の把握のために、アンケート調査を昨年１月に実施し、６５１８名（回収

率７７％）より回答を得た。ここでは、その内、車の買替予定がある４１８３名を対象に、

回答者の車の使用状況やＥＶに求める性能などを考慮して課題毎に設定した条件から、Ｅ

Ｖへの移行が容易か否かを検討した結果を紹介する。 

①距離では、現状の量産型ＥＶの航続距離が２００ｋｍ程度であることや高速走行では

航続距離がより短くなることから、「５年以内の１日の最長走行距離が１００ｋｍ未満」、

あるいは「１日の最長走行距離が２００ｋｍ以下で高速道路を走行しないこと」を条件と

した。これらを満たさない場合、長距離移動時の「家庭内のガソリン車」や「レンタカー」

での代替可能性を考慮した。さらに「回答者がＥＶの現状の航続距離を許容すること」を

条件に加えた結果、移行が容易な車の比率は４．７％であった（図）。 

②費用では、ＥＶの購入費用はガソリン車より高いが走行費用はより低いことを説明し

た上で、ＥＶ購入の条件を尋ね、それを満たす車の比率を算出した。ＥＶとガソリン車と

の購入費用の差を６０万円とし、走行費用を回答者の車の走行距離により推計した結果、

移行する車は１８．４％であった。 

③充電では、日常の充電を自宅で行うこととし、経産省・国交省作成の充電器設置ガイ

ドブックを参考に、「駐車場に屋根と灯りがあること」と「回答者が７～１０万円の工事費

用がかかる充電器設置を許容すること」を条件とした。その結果、条件を満たす車は１８．

７％であった。 

つまり、最大の阻害要因は「航続距離の短さ」である。また、３条件を満たす車の比率

は０．１％のみであった。航続距離を３００ｋｍまで伸ばし（高速走行も可）、ガソリン車

と同一の購入費用を実現すれば、４．８％になる。 

なお、軽自動車がＥＶに適しているとの見方がある。本調査でも距離条件を満たす軽自

動車は多く、普及が期待された２台保有世帯で特に多い。しかし、費用面では、条件を満

たせない車が多く、特に２台保有世帯ではその傾向が顕著であり、必ずしもＥＶに適して

いるとは言えない。また、車から家へ放電するＶ２Ｈが発売されたが、筆者らが別途調査

した結果では、Ｖ２Ｈへの関心は高いものの、ＥＶ購入ではＶ２Ｈより車両本体の性能や

費用が重視されていた。ＥＶ普及には、一層の航続距離の延伸に向けた技術開発や価格の

低下が重要である。 

本調査は調査時点のガソリン車の使用状況・環境を前提とし、ＥＶへの移行容易性を検

討している。今後は、給油所の減少により、ガソリン車と比べたＥＶの最大の長所である

「自宅で充電可能なこと」がより重視される可能性もある。最近、街中で有料の急速充電

器の設置が進められているが、渋滞等の不測の事態による急な充電やＥＶの認知度向上に
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は有益ではあるものの、その充電費用は家庭での充電よりかなり高く、２０２０年の政府

の設置目標も５千基にとどまる（２０１１年度末の給油所数は３万８千）。ＥＶ普及には、

全国で半分、東京都では四分の三を占める集合・賃貸住宅での普通充電器の設置など、Ｅ

Ｖの使用環境の整備を着実に進めていくことも重要である。 
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